
第３号様式（第５条関係）

年　　　月　　　日

いの町長 様

申請者 住　所

ふりがな

氏　名

電話番号

　□　木造住宅耐震化促進事業 　□　家具等安全対策支援事業

　□　非木造住宅耐震化促進事業 　□　老朽住宅等除却事業

　□　コンクリートブロック塀等安全対策事業 　□　木造住宅除却費補助事業

円

いの町

構造 造 階建て

延床面積 ㎡

□ 昭和56年5月31日以前に着工

以下について同意します。
1.

2.

3.

以下について誓約します。
1.
2.
3.

住　所

氏　名 　　　　　　　㊞

補助金交付申請額
（予定）

住宅等の所在地

補助金交付申請書

　いの町住宅耐震化促進事業費補助金の交付を受けたいので、いの町住宅耐震化促進事業費補助金交付要綱第５条第１
項の規定により、関係書類を添えて下記のとおり交付を申請します。

記

補助対象事業名

住宅等の概要

【リ・バース60】
利子補給制度

　　　利用する　　　・　　　利用しない　　　　　　 

年　　　月　　　日

住宅所有者氏名
 (申請者との続柄)

　　　　　　　　　　　（続柄）

事業期間（予定） 　　　年　　　月　　　日　　　～　　　年　　　月　　　日

現在の状況 　　　居住　　　・　　　賃貸　　　・　　　空家

当該事業により取得した財産について、事業の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、廃棄し、貸し付け、又は担保に
供する場合は事前に町長の承認を受けること。
当該事業に係る申請書及び報告書並びに添付書類に記載された内容を、個人が特定できない範囲で防災対策関連
事業の普及及び啓発目的で利用すること。
申請内容の確認のために必要があるときは、不動産登記・固定資産・町税等に関すること、住民基本台帳及び戸籍台
帳等に関することについて、町長が関係機関へ調査を行うこと並びに申請に係る建築物の立ち入り調査を行うこと。

過去、当該事業による補助を受けていないこと。
いの町の事務及び事業における暴力団の排除に関する規則第2条各号に規定する排除措置者に該当しないこと。
上記同意事項もふくめ、土地・家屋等の関係者の同意は得ております。後日に紛議が生じてもいの町に迷惑をおかけ
しません。



裏　　　面

添付書類

１
　
木
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震
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進
事
業

診断事業

耐震改修
計画作成

耐震改修
工事

３　家具等安全対策支援事業

４　ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ塀安全対策

５　老朽住宅等除却事業

６　木造住宅除却費補助事業

※その他必要に応じ上記以外の書類の提出をお願いすることがあります。

共 通

□ いの町住宅耐震化促進事業（変更）交付申請額内訳書（別紙１）
□ 県税を滞納していないことを証する書類
□ 町税を滞納していないことを証する書類（※町による調査を受ける場合は不要）
□ 住宅等の所有者が分かる書類
（※過去二年以内に所有者等の変更がない場合は不要）
□ その他町長が必要と認める書類

□ 事業計画書(家具等安全対策支援事業)（別紙３）
□ 見積書の写し(事業費の積算内訳が分かる書類)

□ 事業計画書(ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ塀安全対策)（別紙４）
□ 土地の所有者が確認できる書類
（※過去二年以内に所有者等の変更がない場合は不要）
□ 位置図、配置図、平面図等（改修内容が記載されたもの）
□ 見積書の写し(事業費の積算内訳が分かる書類)

□ 事業計画書(木造住宅除却費補助事業)（別紙６）
□ 本人確認書類
□ 土地の所有者が確認できる書類
（※過去二年以内に所有者等の変更がない場合は不要）
□ 見積書の写し(事業費の積算内訳が分かる書類)
□ 付近見取り図
□ 床面積求積図

□ 事業計画書(木造)（別紙２-１）
□ 位置図、配置図、平面図等(改修内容の記載されたもので、作成した耐震診断士の氏名、登
録番号のあるもの)
□ 耐震改修工事後の認定ソフトの精密診断法による想定耐震診断報告書(作成した耐震診断士
の氏名、登録番号のあるもの)
□ 耐震改修計画作成費見積内訳書
□ 耐震改修工事費見積内訳書

※いの町木造住宅耐震診断を受けている場合
□ 耐震診断報告書（写し）

※いの町木造住宅耐震診断を受けずに申請する場合
□ 登記事項証明書
□ （後日提出）耐震改修工事前の認定ソフトの精密診断法による耐震診断報告書(作成した耐
震診断士の氏名、登録番号のあるもの)
□【リ・バース60】利子補給制度の利用に関する書類（本制度を利用する場合に限る）
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□　事業計画書（非木造耐震改修計画作成）（別紙２-２）
□　住宅の所有者および建築年が確認できる書類で、以下のいずれかの写し
　① 住宅の固定資産課税台帳登録証明
　② 住宅の登記簿謄本
　③ 住宅の建築時の建築確認通知書または検査済証
□　位置図（付近見取図）、配置図、各階平面図等
□　耐震診断に係る見積書（写し）

□ 事業計画書(非木造耐震改修計画作成) （別紙２-３）
□ 構造設計一級建築士等の資格証又は受講修了証の写し
□ 建築年月日を証する書類
□ 現況の位置図、配置図、平面図等
□ 構造設計一級建築士等による診断の結果、倒壊し、又は崩壊する危険性がある
と診断されたことを証する書類
□見積書の写し(事業費の積算内訳が分かる書類)

□ 事業計画書(非木造耐震改修工事)（別紙２-４）
□ 構造設計一級建築士等の資格証又は受講修了証の写し
□ 見積書の写し(事業費の積算内訳が分かる書類)

□ 事業計画書(老朽住宅等除却事業)（別紙５）
□ 本人確認書類
□ 土地の所有者が確認できる書類
（※過去二年以内に所有者等の変更がない場合は不要）
□ 見積書の写し(事業費の積算内訳が分かる書類)
□ 付近見取り図
□ 床面積求積図


